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（提案理由） 

 この案は、手数料を新設する等のため提出します。 



   東京都台東区手数料条例の一部を改正する条例 

 

 東京都台東区手数料条例（平成１２年３月台東区条例第１号） 

の一部を次のように改正する。 

 別表第２の４建築の部５５の項事務の欄中「平成２４年法律第

８４号」の次に「。以下この項において「法」という。」を加え、

同項額の欄中「都市の低炭素化の促進に関する法律」を「法」に

改め、「）の手数料を加えた額）」の次に「ただし、共用廊下等

の部分（住宅の用途に供する共用廊下、共用階段その他共用部分

をいう。以下同じ。）若しくは非住宅の部分が存在しない場合又

は共用廊下等の部分を除く場合は、当該部分の額は加算しない。 

」を加え、「（住宅の用途に供する共用廊下、共用階段その他共

用部分をいう。以下同じ。）」を削り、同部５６の項事務の欄中

「都市の低炭素化の促進に関する法律」の次に「（以下この項に

おいて「法」という。）」を加え、同項額の欄中「都市の低炭素

化の促進に関する法律」を「法」に、「同法」を「法」に改め、

「）の手数料を加えた額）」の次に「ただし、共用廊下等の部分

若しくは非住宅の部分が存在しない場合又は共用廊下等の部分を

除く場合は、当該部分の額は加算しない。」を加え、同部５８の

項中「以下５９及び６３の項において同じ。）」の次に「（法第

２９条第３項各号に掲げる事項が記載されている場合の他の建築

物（同項に規定する他の建築物をいう。以下同じ。）について、

当該建築物エネルギー消費性能向上計画の認定及び当該他の建築

物における建築物エネルギー消費性能適合性判定を同様の評価の

方法により行う場合の手数料の額は、次の１に掲げる区分に応じ

て、次に掲げる額とする。）」を加え、同部５９の項事務の欄中



「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」の次に「（ 

以下この項において「法」という。）」を加え、同項額の欄中「 

次に掲げる額」の次に「（法第２９条第３項各号に掲げる事項が

記載されている場合の当該建築物エネルギー消費性能向上計画の

変更に係る他の建築物について、当該建築物エネルギー消費性能

向上計画の認定及び当該他の建築物における建築物エネルギー消

費性能適合性判定を同様の評価の方法により行う場合の手数料の

額は、次の１に掲げる区分に応じて、次に掲げる額とする。）」

を加え、同部６０の項事務の欄中「建築物のエネルギー消費性能

の向上に関する法律」の次に「（以下この項において「法」とい

う。）」を加え、同項額の欄中「建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律」を「法」に改め、「相当する額を加えた額） 

」の次に「（法第２９条第３項各号に掲げる事項が記載されてい

る場合の手数料の額は、申請建築物（同項に規定する申請建築物

をいう。）の部分に係る額及び他の建築物の部分に係る額を合算

した額とする。）（共同住宅の一の建築物の申請の場合の手数料

の額は、住戸部分の額に共用部分の額を加算した額とする。ただ

し、共用部分が存在しない場合又は共用部分を除く場合は、当該

共用部分の額は加算しない。）」を加え、同部６１の項事務の欄

中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」の次に

「（以下この項において「法」という。）」を加え、同項額の欄

中「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」を「法」

に、「同法」を「法」に改め、「額を加えた額）」の次に「（法

第２９条第３項各号に掲げる事項が記載されている場合の手数料

の額は、当該建築物エネルギー消費性能向上計画の変更を行う建

築物の部分に係る額を合算した額とする。ただし、当該変更にお



いて、他の建築物として同項各号に掲げる事項を新たに記載する

場合の当該他の建築物の部分に係る額は、６０の項の規定により

算出した額とする。）（共同住宅の一の建築物の申請の場合の手

数料の額は、住戸部分の額に共用部分の額を加算した額とする。

ただし、共用部分が存在しない場合又は共用部分を除く場合は、

当該共用部分の額は加算しない。）」を加え、同部６２の項を次

のように改める。 
     
６２ 建築物のエ

ネルギー消

費性能の向

上に関する

法律（以下

この項にお

いて「法」

という。）

第３６条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能基準に適

合している

旨の認定の

申請に対す

る審査 

建築物エネ

ルギー消費

性能基準に

適合してい

る旨の認定

申請手数料 

建築物エネルギー消費性能基準に適

合している旨の認定申請手数料の額

は、次の１及び２に掲げる区分に応

じて、次に掲げる額（住宅部分の床

面積の合計により算出した額及び非

住宅部分の床面積の合計により算出

した額を合算した額とする。ただ

し、住宅部分又は非住宅部分が存在

しない場合は、当該部分の額は合算

しない。）（共同住宅の一の建築物

の申請の場合（性能基準又はフロア

入力法による場合に限る。）の手数

料の額は、住戸部分の額に共用部分

の額を加算した額とする。ただし、

共用部分が存在しない場合又は共用

部分を除く場合は、当該共用部分の

額は加算しない。）（共同住宅の一

の建築物の申請の場合（仕様基準に

よる場合に限る。）の手数料の額

は、当該共用部分の額は加算しな

い。） 

１ 申請に併せて法第２条第３号の

建築物エネルギー消費性能基準に

適合していることを示す書類とし

て区長が定めるものが提出された

場合 

 一 一戸建て住宅 ５,１００円 

 二 一以外の建築物 

  (１) 住宅部分 

   (一) 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル未

満のもの ９,７００円 

   (二) 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル以

上２,０００平方メートル

未満のもの ２１,０００

円 

   (三) 当該部分の床面積の合

計が２,０００平方メート

認定

申請

のと

き。 



ル以上５,０００平方メー

トル未満のもの ４６,０

００円 

   (四) 当該部分の床面積の合

計が５,０００平方メート

ル以上のもの ８１,００

０円 

  (２) 非住宅部分 

   (一) 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル未

満のもの ９,７００円 

   (二) 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル以

上２,０００平方メートル

未満のもの ２７,１００

円 

   (三) 当該部分の床面積の合

計が２,０００平方メート

ル以上５,０００平方メー

トル未満のもの ８０,４

００円 

   (四) 当該部分の床面積の合

計が５,０００平方メート

ル以上１０,０００平方メ

ートル未満のもの １２

８,０００円 

   (五) 当該部分の床面積の合

計が１０,０００平方メー

トル以上２５,０００平方

メートル未満のもの １６

１,０００円 

   (六) 当該部分の床面積の合

計が２５,０００平方メー

トル以上のもの ２０１,

０００円 

２ １以外の場合 

 一 一戸建て住宅 

  (１) 性能基準（省令第１条第

１項第２号イ（１）（ⅰ）及

び同号ロ（１）に定める基準

をいう。）による場合 

   (一) 当該住宅の床面積の合

計が２００平方メートル未

満のもの ３４,４００円 

   (二) 当該住宅の床面積の合

計が２００平方メートル以

上のもの ３８,４００円 

  (２) モデル住宅法（省令第１

条第１項第２号イ（２）

（ⅰ）及び同号ロ（２）に定

める基準をいう。）による場

合 

   (一) 当該住宅の床面積の合

計が２００平方メートル未



満のもの １７,７００円 

   (二) 当該住宅の床面積の合

計が２００平方メートル以

上のもの １９,１００円 

  (３) 仕様基準（省令第１条第

１項第２号イ（３）及び同号

ロ（３）に定める基準をい

う。以下同じ。）による場合 

   (一) 当該住宅の床面積の合

計が２００平方メートル未

満のもの １７,７００円 

   (二) 当該住宅の床面積の合

計が２００平方メートル以

上のもの １９,１００円 

 二 一以外の建築物 

  (１) 住宅部分 

   (一) 性能基準（省令第１条

第１項第２号イ（１）

（ⅰ）若しくは（ⅱ）及び

同号ロ（１）又は同項第３

号に定める基準をいう。）

による場合 

    イ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの ６９,１０

０円 

    ロ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以上２,０００平方メー

トル未満のもの １１

６,０００円 

    ハ 当該部分の床面積の合

計が２,０００平方メー

トル以上５,０００平方

メートル未満のもの １

９６,０００円 

    ニ 当該部分の床面積の合

計が５,０００平方メー

トル以上のもの ２８

１,０００円 

   (二) フロア入力法（省令第

１条第１項第２号イ（２）

（ⅱ）及び同号ロ（２）に

定める基準をいう。）によ

る場合 

    イ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの ３３,１０

０円 

    ロ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以上２,０００平方メー

トル未満のもの ５８,

０００円 



    ハ 当該部分の床面積の合

計が２,０００平方メー

トル以上５,０００平方

メートル未満のもの １

０４,０００円 

    ニ 当該部分の床面積の合

計が５,０００平方メー

トル以上のもの １５

７,０００円 

   (三) 仕様基準による場合 

    イ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの ３３,１０

０円 

    ロ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以上２,０００平方メー

トル未満のもの ５８,

０００円 

    ハ 当該部分の床面積の合

計が２,０００平方メー

トル以上５,０００平方

メートル未満のもの １

０４,０００円 

    ニ 当該部分の床面積の合

計が５,０００平方メー

トル以上のもの １５

７,０００円 

  (２) 非住宅部分 

   (一) モデル建物法による場

合 

    イ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの ８７,１０

０円 

    ロ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以上２,０００平方メー

トル未満のもの １４

５,７００円 

    ハ 当該部分の床面積の合

計が２,０００平方メー

トル以上５,０００平方

メートル未満のもの ２

３５,７００円 

    ニ 当該部分の床面積の合

計が５,０００平方メー

トル以上１０,０００平

方メートル未満のもの 

３０９,０００円 

    ホ 当該部分の床面積の合

計が１０,０００平方メ

ートル以上２５,０００

平方メートル未満のもの 



 ３７１,０００円 

    ヘ 当該部分の床面積の合

計が２５,０００平方メ

ートル以上のもの ４３

５,０００円 

   (二) 標準入力法等による場

合 

    イ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

未満のもの ２２７,１

００円 

    ロ 当該部分の床面積の合

計が３００平方メートル

以上２,０００平方メー

トル未満のもの ３６

７,１００円 

    ハ 当該部分の床面積の合

計が２,０００平方メー

トル以上５,０００平方

メートル未満のもの ５

２３,７００円 

    ニ 当該部分の床面積の合

計が５,０００平方メー

トル以上１０,０００平

方メートル未満のもの 

６４６,０００円 

    ホ 当該部分の床面積の合

計が１０,０００平方メ

ートル以上２５,０００

平方メートル未満のもの 

 ７６３,０００円 

    ヘ 当該部分の床面積の合

計が２５,０００平方メ

ートル以上のもの ８７

１,０００円      

   付 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 


